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４．１ IAEAデータセンターネットワーク
本小特集の１章で紹介されたように，IAEAは原子力の
平和利用のために１９５７年に設立され，当初より核融合研究
に深くかかわっている．国際核融合研究評議会（IFRC）を
設置・開催し，国際的な核融合研究情報の交換・共有を進
めるための国際会議を１９６１年より隔年開催している．１９７４
年に東京で開催された IFRCにおいて，核融合プラズマ工
学発展のために，原子分子データの必要性と国際的な協力
体制でのデータサービスの必要性が IAEAへ提言され
た．この提言は，名古屋大学旧プラズマ研究所において
１９７３年より高柳らによって組織されたスタディーグループ
での水素，ヘリウムおよびその同位体の原子・イオンと光
子・電子との衝突過程断面積の収集，評価活動［１‐３］に端
を発して行われた．その後１９７６年に IAEAの諮問委員会に
よってデータセンターネットワークの設置が提案され，
１９７７年に原子分子データユニットの設置，データセンター
ネットワーク（DCN）の第１回会議が開催された．日本か
らは，旧プラズマ研究所と同時に，旧日本原子力研究所那
珂研究所が第１回目より参加し，中核メンバーとして今日
に至っている．
IAEADCN会議では，核融合プラズマ研究に必要な原子
分子（AM）過程およびプラズマ・壁相互作用（PWI）の数
値データ，文献データの収集活動，データベース，関連す
る研究活動などが報告，議論され，データ交換フォーマッ
トの必要性や，整備すべきデータのリスト作成など，国際
的なデータ活動の方向性などが議論されている．参加して
いるデータセンターごとに主要な活動がおおよそ異なり，
相補的になっている．近年，会議は２年ごとに開催されて
おり，その報告がIAEAのINDC-NDSレポートとして出版
され，原子分子データユニットのホームページ［４］から閲
覧できる．今年２０１３年の９月に第２２回目の会議が開かれる
予定になっている．近年の参加センターは，日本から核融
合科学研究所（核融合研）と日本原子力研究開発機構（原
子力機構）のほか，アメリカの国立標準技術研究所
（NIST）とオークリッジ国立研究所（ORNL），ロシアのク
ルチャトフ研究所，ドイツのマックスプランク研究所と
ユーリッヒ研究センター（FZJ；２０１１年より），中国の
CRAAMD（北京応用物理与計算数学研究所），韓国の原子
力研究所（KAERI）と国立核融合研究所（NFRI；２０１１年
より），イギリスのADAS（JETおよびストラスクライデ
大学；２００９年より），イタリアのENEA（２００９年まで），フ
ランスのパリ第１１大学プラズマ物理研究所（LPGP；２００９
年まで）などである．それぞれの国や研究所の事情等によ
り，データセンターの活動の低下や閉鎖，データセンター
を担ってきた研究者の高齢化などでの不参加や新たな参加
などで，参加メンバーは少しずつ入れ替わっている．
DCN会議での議論から発展して，データ交換フォーマッ
トXSAMS（XMLスキーマ）の策定，コードセンターネッ
トワーク（CCN）の設置，データ評価に関する技術会議の
開催など，様々な動きにつながっている．
４．２ 核融合科学研究所における原子分子データ
活動とデータセンターネットワーク
核融合科学研究所（核融合研）における原子分子データ
ベース活動は，上述したように，名古屋大学旧プラズマ研
究所時代の１９７０年代に行われたデータ収集活動から始まっ
ている．高柳らが収集・評価した水素，ヘリウムおよびそ
の同位体の原子・イオンと光子・電子との衝突過程断面積
データは，IPPJ-DTレポートとして出版されている［１‐３］．
旧プラズマ研究所時代より，核融合研ではAM衝突過程
に着目し，電子衝突電離・励起過程の文献データおよび数
値データ，重粒子衝突過程の文献データおよび数値デー
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タ，PWI 関係としてスパッタリング収率と後方散乱係数
データの収集と，データベース作成を行ってきた．収集さ
れたデータは，IPPJ-AMレポートシリーズおよびNIFS-
DATAレポートシリーズで出版されており，それらの
PDFファイルは現在核融合研のデータベースのウェブ
ページ［５］から取得可能である．
AM衝突過程に関する文献データについては，定期的・
網羅的に収集し，データ集としてまとめたレポートとして
出版されている．電子衝突に関しては高柳ら［６］，市川［７］
が，重粒子衝突に関しては俵［８‐１０］がレポートを出版して
おり，IAEA AMデータユニットが作成している文献デー
タベースへも提供され，IAEAのデータベース集CIAMDA
でも出版されている．しかしながら，インターネット環境
の普及に伴い，文献データ収集活動は引き継がれず，核融
合研では２０００年以降は積極的には行っていない．国際的に
みても同様の傾向があり，特にIAEAのAM/PWI文献デー
タベースを支えていたアメリカのオークリッジ国立研究所
での文献データベース作成は，同研究所の核融合原子デー
タセンターの閉鎖に伴い２００９年出版のデータ以降，データ
のアップデートは行われていない．
数値データについては，国内の共同研究者の協力のも
と，データ収集・データベース構築に加え，データ評価を
行ってきた．
収集したAM / PWI 数値データをもとに，１９８０年代に汎
用計算機上にデータベースが構築され［１１‐１３］，共同研究
者らに提供された．その後，これらのデータベースを１９９７
年にUNIXサーバに移行し，ウェブ上からアクセスできる
ようになった［５，１４，１５］．これらの数値データベースは，検
索機能やグラフ表示機能を有し，データの比較が容易にで
きるうえ，データの出典情報が整備されてトレース可能な
ため，データ評価にも活用された．
IAEAのAMデータユニットは，DCNのメンバーとなっ
ているデータセンター等が作成・公開しているウェブ上の
データベースに対して，一度にデータが検索できる検索エ
ンジンGENIE を用意し，２００１年よりウェブ上で公開して
いる［１６］．これは，もともとは２０００年に行われた第２回原
子分子データとその応用に関する国際会議（ICAM-
DATA）での議論が元になっている．GENIE では，原子の
波長と，電子衝突励起・電離断面積の検索が，イオン種を
指定するだけで複数のデータベースにわたって検索できる
ようになっており，核融合研の原子分子数値データベース
のAMDISも，GENIEを通して検索できるようになってい
る．GENIEの出力は各データベースの出力をそのまま表示
している．
AM衝突過程のデータは，実験データを中心に評価を行
い，電子衝突励起過程などは理論データを用いて評価し
た．評価したデータは，半経験則や解析式などでフィッ
ティングし，利用しやすい形でまとめられている．これま
で評価された原子分子の衝突データ（電子衝突励起・電子
衝突電離の断面積や速度係数，荷電交換断面積等）は，炭
素および酸素イオン［１７］，中性ヘリウム［１８］，ヘリウム様
イオン［１９］，炭素原子と炭素イオン［２０］，窒素原子と窒素
様イオン［２１］，炭化水素［２２，２３］，リチウムイオン［２４］，鉄
イオン［２５，２６］のほか，電子衝突電離断面積の実験値を
使った経験則の評価と補正項の提案［２７］も行われた．これ
らは，核融合プラズマの不純物分光計測や周辺プラズマで
の衝突過程などに関連したデータを中心にデータ評価を
行ってきたが，核融合プラズマ研究に必要なすべてのデー
タまでは評価できていない．
一方，PWI 関係のデータに関しては，モンテカルロ計算
によって得られたデータからスパッタリング収率や後方散
乱係数に対する経験式が導かれ，IPPJ-AMレポートや
NIFS-DATAレポートとして出版されている．これらの経
験式は，ウェブで公開している核融合研の数値データベー
スのなかの SPUTYと BACKS，CURVE（経験則のみ）に
も取り込まれ，計算値が図に表示できるようになっている
［２８，２９］．
以上のような核融合研におけるAM/PWIデータおよび
データベース活動や関連する研究活動に関して，DCN会議
において報告を行ってきた．最近の関連する研究活動とし
ては，たとえば，CRP活動とも連携したタングステンイオ
ンの分光データ計測や衝突輻射モデル構築によるスペクト
ル計算などの報告を第２１回DCN会議（２００９年）で行った．
DCN会議で議論されたデータニーズに関しては，共同研究
者で組織しているデータ収集作業会での収集活動方針にも
反映させている．
核融合研でのデータ評価活動は，２０１２年に韓国で開催さ
れたデータ評価に関するIAEA技術会議でも報告を行った
［３０］．AM衝突過程断面積等のデータ評価は，データにエ
ネルギー依存性があるため，発光線波長の評価よりも難度
が高く，考慮すべき点も多い．電子衝突電離断面積は実験
データがあるが，電子衝突励起断面積はほとんど理論計算
しかないため，衝突過程によって，評価方法などが異なっ
てくる．韓国での技術会議では，衝突過程ごとにチームを
つくり，評価方針の策定やモデルケースとしてのデータ評
価を行うことなどが決められた．我々はデータセンターと
して，データベースをデータ評価のためのプラットフォー
ムとしても提供できる．IAEAのAMデータユニットでは，
評価済みデータの文献リストなどの整備を始めており，核
融合研での活動成果などを提供している．評価データの
データベースに関しては，今後もDCNで議論が進められ
ていくことになっている．
核融合研は，今後も，DCNの中核メンバーの一員とし
て，国内の共同研究者とも協力して核融合研究に必要な原
子分子データ活動を進めていきたいと考えている．
（村上 泉）
４．３ 日本原子力研究開発機構の IAEA原子分子
データユニットに関わる活動
４．３．１ IAEA データセンターネットワークでの活動
日本原子力研究開発機構（原子力機構，旧日本原子力研
究所）は，核融合科学研究所（核融合研，旧プラズマ研究
所）とともに，１９７７年の第１回から２０１３年の第２２回まで
IAEA原子分子データセンターネットワーク会合に参加し
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てきた．この貢献によって，日本は，フランス，ロシア，お
よび米国とともにデータセンターネットワークの中核グ
ループと評されている．
原子力機構では，それ以来，核融合研究開発に必要なス
ペクトルデータ（波長表）や衝突データ（電離・再結合断
面積など）の収集，生産，評価などを行ってきた．これら
の成果をデータセンターネットワーク会合で報告するとと
もに，現在ではウェブなどを通じて広く利用者に供してい
る［３１］．一方で，原子力機構は JT-60 を中心とした核融合
研究開発の世界的拠点の一つであり，原子分子データを享
受する立場でもあることから，データセンターネットワー
ク会合では，データ利用者としての観点からデータニーズ
を示し，今後のデータ収集の優先度付けを提案する役割も
担っている．
また，原子力機構では，データセンターネットワーク会
合での世界の原子分子データセンターの活動状況の報告を
参考に，データ収集，生産，および評価の動向を判断し，そ
れらと重複せず，かつ核融合研究開発に必要なデータに
限って収集，生産，および評価などの活動を行っている．
現在では，データセンターネットワーク会合への参加セン
ターは核融合研究開発に直接的には関連の低いデータ，た
とえば照明やプラズマプロセッシング向けのデータも収集
している場合もあるが，データの収集，生産，評価の方法
や，とくにオンライン・データベースによるデータ提供
や，データセンター間のデータ交換の方法などについては
参考になる部分も多く，原子力機構のウェブサイトの改善
などに役立てている．
４．３．２ 収集，生産および評価の対象となる原子分子データ
核融合研究開発に必要なデータは，大別すると，高温炉
心プラズマ中ではタングステンなどの重元素の高電離イオ
ンのスペクトルデータおよび衝突データ，低温周辺プラズ
マ中では低電離タングステンイオンのスペクトルおよび衝
突データ，炭素や窒素などの軽元素不純物および炭化水素
や水素分子などの衝突データ，さらにはプラズマ対向壁材
料とプラズマの相互作用データ（スパッタリングや水素リ
テンションなど）である．これらのデータニーズは核融合
研究開発に特有であり，データセンターネットワーク会合
などの枠組みで生産する必要がある．たとえば，少数の例
外を除けば，タングステンの高電離イオンが存在するプラ
ズマ，およびトリチウムを含むプラズマは核融合炉心プラ
ズマのみである（水素分子の振動および回転準位は同位体
間で大きく変化するため，H2のデータをD2，T2およびDT
分子などに転用できない）．いずれの場合も，核融合研究
でのニーズが駆動源となって，原子分子物理の専門家を刺
激し，同分野の重要な研究対象となっている．
今後は，ITERなどでのデータニーズを見据え，タング
ステンイオンの電離・再結合速度係数の実験による精度評
価，水素同位体分子の衝突データの系統的な整備，窒素な
ど冷却用ガスの低温プラズマ中での電荷移行断面積などが
主な対象となるであろう．
４．３．３ 近年の成果・実績
原子力機構では，核融合研究開発のニーズ（壁材・構造
材およびプラズマ冷却用のガス）から，Ti，V，Cr，
Mn，Fe，Co，Ni，Cu，Kr およびMoの高電離イオンのス
ペクトルデータ［３２］を，米国標準技術研究所（NIST）との
協力により整備した．天体や照明など他分野を含み世界標
準ともいえるNISTのスペクトルデータベース［３３］中に
あって，Ti，V，Cr，Mn，Fe，Co，Ni，CuおよびMo
の高電離イオンに限れば，多くのスペクトルデータがこの
成果による．
炭素材タイルから発生する炭化水素不純物の研究のた
め，炭化水素の電子衝突断面積を収集，評価し，系統的に
整理して経験式を作成した［３４］．このデータ集は低温プラ
ズマ中の炭化水素の解離過程のモデリング［３５］に有用であ
る．断面積データが衝突エネルギーに対して離散的にしか
存在しない場合，しばしば内挿による問題が生じるが，こ
のデータ集では経験式がサブルーチンとして準備されてい
るため，容易にコードに実装可能である．
また，JT-60 の高温の主プラズマを利用した高電離キセ
ノンイオン［３６］，高電離タングステンイオン［３７］のスペク
トルデータの生産，高電離タングステンイオンの電離・再
結合速度係数の評価［３８］や，低温のダイバータプラズマを
利用した炭化水素の発光速度係数の導出［３９］などのデータ
生産も行った．
このほかに，国内の専門家に委託し，原子分子データの
収集，生産および評価をすすめ，核融合研究開発に必要な
データを広く整備した（近年では，タングステンのスペク
トルデータおよび電荷変化断面積，窒素・炭素・ベリリウ
ム多価イオンと励起状態水素原子の電荷移行断面積，水素
分子の解離性再結合断面積など）．
４．３．４ IAEA IFRC原子分子小委員会での活動
原子力機構は，データセンターネットワーク会合と交互
に隔年で開催されるIAEA国際核融合研究評議会・原子分
子データ小委員会にも出席し，IAEA原子分子データユ
ニットの過去２年間の活動内容と今後２年間の活動方針を
審議し，審議結果を上記の評議会に上申する役割も担って
いる．この委員会で中心となる議題はCRP（本特集第２章
参照）によるデータ収集の対象である．原子力機構からの
代表者は，本小員会の委員中では例外的に，データ生産者
であると同時に，核融合プラズマの研究者，すなわちデー
タ利用者という立場である．そのため，現状のデータベー
スの整備状況を把握した上で，データニーズを，そのデー
タが核融合研究開発でどのように利用されるか，どのよう
な人材がそのデータを生産可能か，とともに提案すること
が可能であり，特にこのような観点からの役割を果たして
いる．
（仲野友英）
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